
 

国立大学法人法（抜粋） 

 
第２章 組織及び業務

第１節 国立大学法人 

第１款 役員及び職員 

 
（役員） 

第１０条 各国立大学法人に、役員として、その長である学長（当該国立大学法人が

設置する国立大学の全部について第４項に規定する大学 

総括理事を置く場合にあっては、理事長。次条第１項並びに第２１条第２項第４号、

第３項及び第５項を除き、以下同じ。）及び監事２人（２以上の国立大学を設置する

国立大学法人にあっては、その設置する国立大学の数に１を加えた員数）を置く。 

 

（役員の職務及び権限） 

第１１条 学長は、大学の長としての職務（大学総括理事を置く場合にあっては、

当該大学総括理事の職務に係るものを除く。）を行うとともに、国立大学法人を

代表し、その業務を総理する。 

２ 理事長は、国立大学法人を代表し、その業務を総理する。 

３ 学長は、次の事項について決定をしようとするときは、学長及び理事で構

成する会議（第５号において「役員会」という。）の議を経なければならな

い。 

一 中期目標についての意見（国立大学法人等が第３０条第３項の規定により

文部科学大臣に対し述べる意見をいう。以下同じ。）に関する事項 

二 この法律により文部科学大臣の認可又は承認（第１３条の２第１項及び

第１７条第７項の承認を除く。）を受けなければならない事項 

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

四 当該国立大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する

事項 

五 その他役員会が定める重要事項 

４ 理事は、学長の定めるところにより、学長を補佐して国立大学法人の業務

を掌理し、学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときは

その職務を行う。 

５ 大学総括理事は、前項に規定する職務のほか、大学の長としての職務（第

１２条第２項に規定する学長選考・監察会議の定めるところにより、当該大

学総括理事が当該大学の長としての職務を行うものとされた国立大学に係る

ものに限る。）を行うとともに、学長の定めるところにより、国立大学法人

を代表する。 



 

６ 監事は、国立大学法人の業務を監査する。この場合において、監事は、文

部科学省令で定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。 

７ 監事は、いつでも、役員（監事を除く。）及び職員に対して事務及び事業

の報告を求め、又は国立大学法人の業務及び財産の状況の調査をすることが

できる。 

８ 監事は、国立大学法人がこの法律又は準用通則法の規定による認可、承認、

認定及び届出に係る書類並びに報告書その他の文部科学省令で定める書類を

文部科学大臣に提出しようとするときは、これらの書類を調査しなければな

らない。 

９ 監事は、その職務を行うため必要があるときは、国立大学法人の子法人

（国立大学法人がその経営を支配している法人として文部科学省令で定める

ものをいう。）に対して事業の報告を求め、又はその子法人の業務及び財産

の状況の調査をすることができる。 

１０ 前項の子法人は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒む

ことができる。 

１１ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、学長又は文

部科学大臣に意見を提出することができる。 

 

（役員の任命） 

第１２条 学長の任命は、国立大学法人の申出に基づいて、文部科学大臣が行う。 

２ 前項の申出は、第１号に掲げる委員及び第２号に掲げる委員各同数をもって

構成する会議（以下「学長選考・監察会議」という。）の選考により行うもの

とする。 

一 第２０条第２項第３号に掲げる者の中から同条第１項に規定する経営協議 

会において選出された者 

二 第２１条第２項第２号から第４号までに掲げる者の中から同条第１項に規

定する教育研究評議会において選出された者 

３ 学長選考・監察会議に議長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

４ 議長は、学長選考・監察会議を主宰する。 

５ この条に定めるもののほか、学長選考・監察会議の議事の手続その他学長選考・監察会

議に関し必要な事項は、議長が学長選考・監察会議に諮って定める。 

６ 第２項に規定する学長の選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学における教育

研究活動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから、学長選考・

監察会議が定める基準により、行わなければならない。 

７ 国立大学法人は、第２項に規定する学長の選考が行われたときは当該選考の結果その他

文部科学省令で定める事項を、学長選考・監察会議が前項に規定する基準を定め、又は変更

したときは当該基準を、それぞれ遅滞なく公表しなければならない。 

８ 監事は、文部科学大臣が任命する。 

 



 

第１３条 理事（大学総括理事を除く。次項、第１５条第２項及び第１７条第６項において

同じ。）は、前条第６項に規定する者のうちから、学長が任命する。 

２ 学長は、前項の規定により理事を任命したときは、遅滞なく、文部科学大臣に届け出る

とともに、これを公表しなければならない。 

 
第１３条の２ 大学総括理事は、第１２条第６項に規定する者のうちから、学長選考・監

察会議の意見を聴き、及び文部科学大臣の承認を得て、学長が任命する。 

２ 前項の承認は、国立大学法人の申出に基づいて行うものとする。 

３ 学長は、第１項の規定により大学総括理事を任命したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

第１４条 学長又は文部科学大臣は、それぞれ理事又は監事を任命するに当たって

は、その任命の際現に当該国立大学法人の役員又は職員でない者（以下「学外者」

という。）が含まれるようにしなければならない。 

 

 
（役員の任期） 

第１５条 学長の任期は、２年以上６年を超えない範囲内において、学長選考・監

察会議の議を経て、各国立大学法人の規則で定める。 

２ 理事の任期は、６年を超えない範囲内で、学長が定める。ただし、理事の任期

の末日は、当該理事を任命する学長の任期の末日以前でなければならない。 

３ 大学総括理事の任期は、６年を超えない範囲内において、学長選考・監察会議

の議を経て、各国立大学法人の規則で定める。ただし、大学総括理事の任期の末

日は、当該大学総括理事を任命する学長の任期の末日以前でなければならない。 

４ 監事の任期は、その任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する準用通則法第３８条第１項の規定による同項の財務諸表の承認の時までとす

る。ただし、補欠の監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 役員は、再任されることができる。この場合において、当該役員がその最初の

任命の際現に当該国立大学法人の役員又は職員でなかったときの前条の規定の適

用については、その再任の際現に当該国立大学法人の役員又は職員でない者とみ

なす。



 

（役員の欠格条項） 

第１６条 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者を除く。）は、役員となるこ

とができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育公務員で政令で定める者は、非常勤の理事又

は監事となることができる。 

 
（役員の解任） 

第１７条 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定に

より役員となることができない者に該当するに至ったときは、その役員を解任し

なければならない。 

２ 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれか

に該当するとき、その他役員たるに適しないと認めるときは、その役員を解任す

ることができる。 

一 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反があるとき。 

３ 前項に規定するもののほか、文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係

る役員（監事を除く。）の職務の執行が適当でないため当該国立大学法人の業務

の実績が悪化した場合であって、その役員に引き続き当該職務を行わせることが

適当でないと認めるときは、その役員を解任することができる。 

４ 学長選考・監察会議は、第１１条の２の規定による報告を受けたとき、又は学

長が前二項に規定する場合に該当するおそれがあると認めるときは、学長に対し、

職務の執行の状況について報告を求めることができる。 

５ 第２項及び第３項の規定により文部科学大臣が行う学長の解任は、当該国立大

学法人の学長選考・監察会議の申出により行うものとする。 

６ 学長は、第１項から第３項までの規定により理事を解任したときは、遅滞なく、

文部科学大臣に届け出るとともに、これを公表しなければならない。 

７ 第二項及び第３項の規定により学長が行う大学総括理事の解任は、学長選考・

監察会議の意見を聴き、及び文部科学大臣の承認を得て、行うものとする。 

８ 第１３条の２第２項及び第３項の規定は、第１項から第３項までの規定による

大学総括理事の解任について準用する。この場合において、同条第２項中「前項」

とあるのは、「第１７条第７項」と読み替えるものとする。 

 

（役員及び職員の秘密保持義務） 

第１８条 国立大学法人の役員及び職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らし

てはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 

 

 



 

（役員及び職員の地位） 

第１９条 国立大学法人の役員及び職員は、刑法 （明治４０年法律第４５号）そ

の他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

 

第２款 経営協議会等 

 
（経営協議会） 

第２０条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関

として、経営協議会を置く。 

２ 経営協議会は、次に掲げる委員で組織する。 

一 学長 

二 学長が指名する理事及び職員 

三 当該国立大学法人の役員又は職員以外の者で大学に関し広くかつ高い識見を

有するもののうちから、次条第１項に規定する教育研究評議会の意見を聴いて

学長が任命するもの 

３ 前項各号に掲げる者のほか、大学総括理事を置く場合には、当該大学総括理事

を委員とする。 

４ 経営協議会の委員の過半数は、第２項第３号の委員でなければならない。 

５ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関する

もの 

二 中期計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対す

る報酬及び退職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当の支給の基準その

他の経営に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

五 組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

六 その他国立大学法人の経営に関する重要事項 

６ 経営協議会に議長を置き、学長をもって充てる。 

７ 議長は、経営協議会を主宰する。 

 

（教育研究評議会） 

第２１条 国立大学法人に、当該国立大学法人が設置する国立大学ごとに当該国立

大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関とし 

て、教育研究評議会を置く。 

  



 

 

２ 教育研究評議会は、次に掲げる評議員で組織する。 

一 学長 

二 学長（当該国立大学に係る大学の長としての職務を行う大学総括理事を置く

場合にあっては、学長又は当該大学総括理事）が指名する理事 

 

三 学部、研究科、大学附置の研究所その他の教育研究上の重要な組織の長のう

ち、教育研究評議会が定める者 

四 その他教育研究評議会が定めるところにより学長（当該国立大学に係る大学

の長としての職務を行う大学総括理事を置く場合にあっては、当該大学総括理

事。次項及び第５項において同じ。）が指名する職員 

３ 前項各号に掲げる者のほか、当該国立大学に係る大学の長としての職務を行う

大学総括理事を置く場合にあっては当該大学総括理事を、学校教育法第９２条第

２項の規定により副学長（同条第４項の規定により教育研究に関する重要事項に

関する校務をつかさどる者に限る。）を置く場合にあっては当該副学長（当該副

学長が２人以上の場合には、その副学長のうちから学長が指名する者）を評議員

とする。 

４ 教育研究評議会は、次に掲げる事項について審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項（前条第５項第１号に掲げる事項を除

く。） 

二 中期計画に関する事項（前条第５項第２号に掲げる事項を除く。） 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る

重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

四 教員人事に関する事項 

五 教育課程の編成に関する方針に係る事項 

六 学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関す

る事項 

七 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の

授与に関する方針に係る事項 

八 教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

九 その他国立大学の教育研究に関する重要事項 

５ 教育研究評議会に議長を置き、学長をもって充てる。 

６ 議長は、教育研究評議会を主宰する。



 

第３款 業務等 

 
（業務の範囲等） 

第２２条 国立大学法人は、次の業務を行う。 

一 国立大学を設置し、これを運営すること。 

二 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を

行うこと。 

三 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の

実施その他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこ

と。 

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

五 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

六 当該国立大学法人から委託を受けて、当該国立大学法人が保有する教育研究

に係る施設、設備又は知的基盤（科学技術・イノベーション創出の活性化に関

する法律（平成２０年法律第６３号）第２４条の４に規定する知的基盤をいう。

以下この号及び第２９条第１項第５号において同じ。）の管理及び当該施設、

設備又は知的基盤の他の大学、研究機関その他の者による利用の促進に係る事

業を実施する者に対し、出資を行うこと。 

七 当該国立大学における研究の成果を活用する事業（第３４条の５第１項

に規定する事業を除く。）であって政令で定めるものを実施する者に対し、

出資を行うこと。 

八 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業で

あって政令で定めるものを実施する者に対し、出資（次号に該当するものを

除く。）を行うこと。 

九 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２１条の規定による出

資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 

十 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 国立大学法人は、前項第６号から第８号までに掲げる業務及び同項第９号

に掲げる業務のうち出資に関するものを行おうとするときは、文部科学大臣

の認可を受けなければならない。 

３ 国立大学及び次条の規定により国立大学に附属して設置される学校の授業

料その他の費用に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。 

 

附 則 （令和３年５月２１日法律第４１号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第３条第１項、第４条、

第６条第３項及び第４項並びに第１１条の規定は、公布の日から施行する。 




